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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第40期

第２四半期連結
累計期間

第41期
第２四半期連結
累計期間

第40期
第２四半期連結
会計期間

第41期
第２四半期連結
会計期間

第40期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
９月30日

自平成21年
４月１日
至平成21年
９月30日

自平成20年
７月１日
至平成20年
９月30日

自平成21年
７月１日
至平成21年
９月30日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

売上高（千円） 20,378,68017,984,39910,849,7828,831,27741,603,763

経常利益（千円） 3,451,5342,152,3321,962,4121,016,8357,667,024

四半期（当期）純利益（千円） 1,837,3051,241,3041,047,197592,7334,246,897

純資産額（千円） － － 40,164,75039,720,91340,828,919

総資産額（千円） － － 46,048,43445,148,03945,678,833

１株当たり純資産額（円） － － 833.10 864.55 868.74

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
37.89 27.00 21.71 12.97 88.91

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
37.85 26.99 21.69 12.97 88.85

自己資本比率（％） － － 86.8 87.5 88.9

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
2,642,8413,316,728 － － 4,900,373

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△1,785,917536,335 － － △5,362,702

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△2,305,445△2,407,588 － － △3,306,019

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 14,857,31113,923,25112,497,698

従業員数（人） － － 3,790 3,793 3,727

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。　
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２【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 3,793    

　（注）従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向

者を含む。）であります。

 

(2）提出会社の状況

 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 2,884    

　（注）従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

当第２四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　 　 　
事業の種類別セグメントの名称　 　金額（千円） 　前年同四半期比（％）　

システムソリューションサービス 7,085,535 △18.0

合計 7,085,535 △18.0

（注）１．金額は、システムソリューションサービス事業の内、ソフトウエア開発に係るものであります。

２．金額は、販売価格で表示しております。

３．金額は、消費税等を含んでおりません。

(2）受注状況

当第２四半期連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　 　 　 　 　

事業の種類別セグメントの名称 受注高（千円） 　
前年同四半期比
（％）　

受注残高（千円）　
前年同四半期比
（％）

システムソリューションサービス 6,832,659 △6.8 2,589,655 △26.0

合計 6,832,659 △6.8 2,589,655 △26.0

（注）１．受注高及び受注残高は、システムソリューションサービス事業の内、ソフトウエア開発に係るものでありま

す。

２．受注高及び受注残高は、消費税等を含んでおりません。

(3）販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　 　 　
事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 　前年同四半期比（％）　

システムソリューションサービス 8,311,693 △19.2

 
内訳

情報サービス 7,816,363 △19.6

 ソフトウエアプロダクト 495,329 △12.3

人材派遣 435,338 △13.5

不動産賃貸 84,245 30.9

合計 8,831,277 △18.6

（注）１．金額は、消費税等を含んでおりません。

２．前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売

実績の総販売実績に対する割合は、当該割合が10％未満のため記載を省略しております。

 

２【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　

　

 

３【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社日本システムディベロップメント(E04822)

四半期報告書

 4/31



４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況

当第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日～平成21年９月30日）におけるわが国経済は、昨年来の世界

的な金融危機と未曾有の経済不況の最悪期から、生産活動や輸出などにおいて一部明るい兆しが見え始めてい

るものの、きわめて緩やかな回復にとどまりました。企業収益は改善傾向にあるもののコスト削減や設備投資

の抑制は継続しており、雇用環境も厳しさが続いており、経営環境は引続き厳しい状況となりました。

情報サービス産業では、設備投資の抑制を受け、IT投資の削減や先送りなどが継続しており、経営環境は引続

き厳しい状況となりました。

このような状況のなか、当社グループは、積極的な受注活動を推進するとともに売上原価・販売管理費の低

減に努めてまいりました。また、システムエンジニアの稼働率の低下に対応して、教育研修などの人材育成の強

化ならびに組織的な生産性・品質の向上に努めました。

その結果、第２四半期連結会計期間における業績は、以下のとおりとなりました。

　

売上高　 8,831百万円　（前年同期比18.6％減）　

売上原価　 7,087百万円　（前年同期比12.4％減）　

売上総利益　 1,743百万円　（前年同期比36.8％減）　

販売費及び一般管理費　 758百万円　（前年同期比2.8％減）　

営業利益　 984百万円　（前年同期比50.2％減）　

経常利益　 1,016百万円　（前年同期比48.2％減）　

四半期純利益　 592百万円　（前年同期比43.4％減）　

　

事業のセグメント別の状況は、以下のとおりとなりました。

①システムソリューションサービス事業

・情報サービス事業（ソフトウエア開発事業とコンピュータ室運営管理事業）につきましては、金融業・製

造業など企業のIT投資の縮小・中断・先送りの影響により、売上高は、7,816百万円（前年同期比19.6％減）

となりました。

・ソフトウエアプロダクト事業につきましては、セキュリティ関連のソリューションを中心に営業展開に努

めましたが、売上高は、495百万円（前年同期比12.3％減）となりました。

②人材派遣事業

人材派遣事業につきましては、企業からの需要が減退し、売上高は、435百万円（前年同期比13.5％減）とな

りました。

③不動産賃貸事業

　　　　不動産賃貸事業につきましては、自社所有不動産の有効利用を進めるとともに、入居率が向上したことにより、売

上高は、84百万円（前年同期比30.9％増）となりました。　
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（２）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、第１四半期

連結会計期間末に比べ80百万円減少し、13,923百万円となりました。

　当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動による資金の収入は、72百万円（前年同期比91.5％減）となりました。この主な要因は、賞与引当金

の増減額1,151百万円（同2.4％減）、税金等調整前四半期純利益997百万円（同45.4％減）、減価償却費129百

万円（同7.3％減）、たな卸資産の増減額124百万円（同64.7％増）、その他の流動負債の増減額△1,636百万円

（同2.3％減）、売上債権の増減額△665百万円（同31.7％減）等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動による資金の支出は、138百万円（前年同期比92.0％減）となりました。この主な要因は、敷金及び

保証金の差入による支出78百万円（同75,089.3％増）等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動による資金の支出は、0百万円（前年同期比100.0％減）となりました。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（４）研究開発活動

当第２四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、８百万円であります。なお、当第

２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却、売却

等について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画は

ありません。　
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 200,000,000

計 200,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末　
現在発行数（株）
（平成21年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年11月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 51,172,160 51,172,160

 

東京証券取引所

　（市場第一部）

 

　

単元株式数　

100株　

　

計 51,172,160 51,172,160 － －

　（注） 提出日現在の発行数には、平成21年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は、含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づくストック・オプションの内容は次のとおり

であります。

株主総会の特別決議（平成17年６月29日）

 
　第２四半期会計期間末現在
（平成21年９月30日）

新株予約権の数（個）（注１） 　 58

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） 　 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式　

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注２） 　 11,600

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　 1

新株予約権の行使期間
平成17年７月２日から

平成37年６月29日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格

資本組入額

1

1

新株予約権の行使の条件

(1）当社の取締役及び執行役員のいずれの地位も喪失した

日の翌日（以下、「権利行使開始日」という。）から新

株予約権を行使できる。

(2）前記(1)にかかわらず、平成36年６月30日に至るまで新

株予約権者が権利行使開始日を迎えなかった場合に

は、平成36年７月１日から平成37年６月29日までに限

り新株予約権を行使できる。

(3）各新株予約権１個当たりの一部行使はできない。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要す

る。

代用払込みに関する事項 －　

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －　

（注）１．新株予約権１個当たりの株式数は、200株であります。

２．平成19年１月30日開催の取締役会決議により、平成19年４月１日付で１株を２株とする株式分割を行ってお

ります。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」が調整されております。また、新株予約権１個につ

き目的となる株式数は、200株に調整されております。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成21年７月１日

～　

平成21年９月30日

－ 51,172 － 7,205,864 － 6,892,184
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（５）【大株主の状況】

平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

ステートストリートバンクアンドトラ

ストカンパニー505223 

（常任代理人　株式会社みずほコーポ

レート銀行決済営業部）

 P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS

02101 U.S.A

（東京都中央区月島４丁目16番13号）

4,060 7.93
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氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

大同生命保険株式会社

（常任代理人　日本トラスティ・サー

ビス信託銀行株式会社）

大阪府大阪市西区江戸堀１丁目２番１号

（東京都中央区晴海１丁目８番11号）
3,566 6.96

IPC株式会社
大阪府大阪市西区京町堀１丁目10番12号

201  　　
2,840 5.54

日本トラスティ・サービス信託銀行株

式会社（信託口)
東京都中央区晴海１丁目８番11号 2,762 5.39
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氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

野村信託銀行株式会社（退職給付信託

三菱東京UFJ銀行口）
東京都千代田区大手町２丁目２番２号　 2,129 4.16

有限会社KDアソシエイツ
大阪府大阪市西区京町堀１丁目10番12号

201
1,601 3.12
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氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

タイヨーパールファンドエルピー

 (常任代理人　シティバンク銀行株式

会社)

C/0 WALKERS SPV LIMITED, WALKER 

HOUSE, 87 MARY ST. GEORGE TOWN, 

GRAND CAYMAN KY1-9002, CAYMAN 

ISLANDS

(東京都品川区東品川２丁目３番14号)　

1,504 2.93

ＮＳＤ従業員持株会　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　
東京都新宿区西新宿２丁目７番１号　 1,140 2.22
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氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

橋　田　　麗　子 兵庫県西宮市 1,120 2.18

第一生命保険相互会社

（常任代理人　資産管理サービス信託

銀行株式会社）　

東京都千代田区有楽町１丁目13―１

（東京都中央区晴海１丁目８―12晴海ア

イランドトリトンスクエアオフィスタ

ワーＺ棟）　

941 1.83

計 － 21,665 42.33

　（注）１．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口)のうち、投資信託設定株数1,026千株、年金信託設定株

数1,213千株、その他信託株数(非課税)417千株、その他信託株数104千株です。

　　　　２．野村信託銀行株式会社（退職給付信託三菱東京UFJ銀行口）2,129千株は、株式会社三菱東京UFJ銀行が保有する当

社株式を退職給付信託に拠出したものであり、その議決権は株式会社三菱東京UFJ銀行が実質的に保有して

おります。

        ３．千株未満は切り捨てて表示しております。

４．当社は、自己株式5,479千株（10.70％）を保有しておりますが、上記大株主からは除いております。

５．ヘンダーソン・インベストメント・マネージメント・リミテッドから平成20年12月11日付の大量保有報告

書　　 の写しの送付があり、平成20年12月11日現在で以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けてお

りますが、当社として当第２四半期会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記

大株主の状況には含めておりません。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

(千株)

株券等保有割合

（％）

ヘンダーソン・インベストメント・

マネージメント・リミテッド

英国、EC2M 3AE、ロンドン、ビショップス

ゲイト201
4,067  7.95  
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　　　６．第１四半期会計期間において、株式会社三菱UFJフィナンシャル・グループから平成21年６月１日付の

大量保有報告書の写しの送付があり、平成21年６月１日現在で以下のとおり株式を保有している旨の報告を

受けております。

株式会社三菱東京UFJ銀行・株式会社泉州銀行は株主名簿にて確認できましたが、三菱UFJ信託銀行株式会社

及び三菱UFJ投信株式会社については、当社として実質所有株式数の確認ができません。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

(千株)

株券等保有割合

（％）

 株式会社三菱東京UFJ銀行  東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 　　　　　2,129 　　　　　4.16

 三菱UFJ信託銀行株式会社  東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 　   　　　804 　　　　　1.57

 三菱UFJ投信株式会社  東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 　　  　 　　80 　　　　　0.16

 株式会社泉州銀行  大阪府岸和田市宮本町26番15号 　　　　   　94 　　　　　0.18
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成21年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 －　 － －

議決権制限株式（自己株式等） －　 － －

議決権制限株式（その他） －　 － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）　

－ －
普通株式 　5,479,800

完全議決権株式（その他） 普通株式 45,596,000　　 455,960 －

単元未満株式 普通株式　 96,360 － －

発行済株式総数 　51,172,160 － －

総株主の議決権 －　 455,960 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」及び「単元未満株式」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が

それぞれ300株（議決権３個）及び80株含まれております。

２．「単元未満株式」には当社所有の自己株式48株が含まれております。　　

 

②【自己株式等】

 平成21年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）                  

株式会社日本システム

ディベロップメント

東京都新宿区西新宿

２丁目７番１号
5,479,800 － 5,479,800 10.70

計 － 5,479,800 － 5,479,800 10.70

（注）上記自己保有株式には、単元未満株式48株は含まれておりません。

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

　
５月

　
６月

　
７月

　
８月

　
９月

最高（円） 798 923 1,048 997 1,013 1,093

最低（円） 637 775 895 896 871 932

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

役員の異動　

　新役職名 　旧役職名 氏名　 異動年月日　

取締役執行役員

営業統括本部副本部長

取締役執行役員

営業統括本部副本部長　兼

新規事業開発部長

戸村　敦雄 　平成21年10月１日
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連

結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日

から平成21年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日か

ら平成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係

る四半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当

第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、

あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 15,204,922 13,947,721

受取手形及び売掛金 6,010,628 6,944,820

商品及び製品 82,229 119,495

仕掛品 96,724 399,633

原材料及び貯蔵品 6,828 5,539

その他 792,870 691,157

貸倒引当金 △13,775 △16,333

流動資産合計 22,180,428 22,092,033

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※
 6,652,255

※
 6,810,610

土地 6,930,132 6,930,132

その他（純額） ※
 357,154

※
 391,162

有形固定資産合計 13,939,543 14,131,905

無形固定資産

のれん 51,087 73,111

その他 188,872 206,960

無形固定資産合計 239,960 280,071

投資その他の資産

投資有価証券 4,937,790 4,811,481

その他 3,938,845 4,453,406

貸倒引当金 △88,527 △90,066

投資その他の資産合計 8,788,107 9,174,822

固定資産合計 22,967,611 23,586,799

資産合計 45,148,039 45,678,833

負債の部

流動負債

買掛金 595,966 914,013

未払法人税等 965,060 1,089,771

賞与引当金 1,151,449 535,935

役員賞与引当金 32,500 69,100

株主優待引当金 81,112 39,434

その他 1,698,246 1,276,649

流動負債合計 4,524,334 3,924,903

固定負債

退職給付引当金 756,598 722,037

役員退職慰労引当金 6,233 13,018

その他 139,960 189,954

固定負債合計 902,792 925,010

負債合計 5,427,126 4,849,914
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 7,205,864 7,205,864

資本剰余金 6,892,184 6,892,184

利益剰余金 34,598,283 34,759,591

自己株式 △6,636,032 △5,635,926

株主資本合計 42,060,301 43,221,714

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △194 △75,095

土地再評価差額金 △2,410,173 △2,410,173

為替換算調整勘定 △146,630 △120,331

評価・換算差額等合計 △2,556,998 △2,605,600

少数株主持分 217,610 212,804

純資産合計 39,720,913 40,828,919

負債純資産合計 45,148,039 45,678,833
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 20,378,680 17,984,399

売上原価 15,362,478 14,325,827

売上総利益 5,016,202 3,658,571

販売費及び一般管理費

給料及び手当 548,163 498,211

賞与引当金繰入額 50,662 56,486

役員賞与引当金繰入額 41,842 32,500

役員退職慰労引当金繰入額 2,380 1,214

福利厚生費 111,559 186,563

賃借料 242,963 209,083

減価償却費 101,982 96,630

研究開発費 6,498 12,766

株主優待引当金繰入額 － 41,677

その他 549,074 459,450

販売費及び一般管理費合計 1,655,126 1,594,583

営業利益 3,361,076 2,063,987

営業外収益

受取利息 15,808 31,106

受取配当金 42,188 32,270

受取家賃 116,808 61,509

その他 47,095 25,855

営業外収益合計 221,900 150,740

営業外費用

支払利息 － 50

賃貸原価 77,297 41,378

為替差損 － 13,306

貸倒引当金繰入額 31,503 －

その他 22,641 7,659

営業外費用合計 131,443 62,395

経常利益 3,451,534 2,152,332

特別利益

貸倒引当金戻入益 4,406 4,299

賃貸契約解約違約金 － 28,770

その他 － 2,770

特別利益合計 4,406 35,840

特別損失

投資有価証券評価損 73,394 －

ゴルフ会員権評価損 － 22,541

事務所移転費用 － 9,292

減損損失 80,269 －

その他 4,301 1,191

特別損失合計 157,965 33,024

税金等調整前四半期純利益 3,297,975 2,155,147

法人税等 1,450,440 904,575

少数株主利益 10,228 9,267

四半期純利益 1,837,305 1,241,304

EDINET提出書類

株式会社日本システムディベロップメント(E04822)

四半期報告書

20/31



【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 10,849,782 8,831,277

売上原価 8,090,533 7,087,995

売上総利益 2,759,249 1,743,281

販売費及び一般管理費

給料及び手当 238,665 232,112

賞与引当金繰入額 50,662 56,486

役員賞与引当金繰入額 20,921 16,250

役員退職慰労引当金繰入額 1,190 607

福利厚生費 47,243 41,426

賃借料 110,613 102,407

減価償却費 53,594 48,842

研究開発費 3,969 8,683

株主優待引当金繰入額 － 43,326

その他 253,455 208,361

販売費及び一般管理費合計 780,313 758,503

営業利益 1,978,936 984,777

営業外収益

受取利息 13,986 15,841

受取配当金 3,447 2,787

受取家賃 54,524 30,417

その他 8,845 14,294

営業外収益合計 80,803 63,340

営業外費用

支払利息 － 24

賃貸原価 38,921 20,445

貸倒引当金繰入額 31,503 －

為替差損 22,318 10,149

その他 4,583 662

営業外費用合計 97,327 31,282

経常利益 1,962,412 1,016,835

特別利益

固定資産売却益 － ※
 170

特別利益合計 － 170

特別損失

投資有価証券評価損 52,676 －

ゴルフ会員権評価損 － 9,345

事務所移転費用 － 9,292

減損損失 80,269 －

その他 735 782

特別損失合計 133,681 19,419

税金等調整前四半期純利益 1,828,730 997,586

法人税等 775,225 399,055

少数株主利益 6,308 5,798

四半期純利益 1,047,197 592,733
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 3,297,975 2,155,147

減価償却費 272,384 258,409

減損損失 80,269 －

のれん償却額 22,023 22,023

貸倒引当金の増減額（△は減少） 24,312 △6,966

賞与引当金の増減額（△は減少） 638,643 615,513

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △41,158 △36,600

受注損失引当金の増減額（△は減少） △56,563 －

株主優待引当金の増減額（△は減少） 33,949 41,677

退職給付引当金の増減額（△は減少） 10,050 34,560

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 2,380 △6,785

投資有価証券評価損益（△は益） 73,394 －

受取利息及び受取配当金 △57,996 △63,376

支払利息 － 50

売上債権の増減額（△は増加） 1,949,650 934,191

たな卸資産の増減額（△は増加） △466,296 338,885

その他の流動資産の増減額（△は増加） △58,831 △116,411

その他投資等の増減額(△は増加) 8,068 △42,800

仕入債務の増減額（△は減少） △282,505 △318,046

未払消費税等の増減額（△は減少） △125,114 △70,927

その他の流動負債の増減額（△は減少） △144,271 567,515

その他 △108,565 △8,642

小計 5,071,798 4,297,421

利息及び配当金の受取額 57,832 53,601

利息の支払額 － △50

法人税等の還付額 2,738 7,274

法人税等の支払額 △2,489,528 △1,041,517

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,642,841 3,316,728

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △1,532,361 △1,430

定期預金の払戻による収入 － 749,368

有形固定資産の取得による支出 △201,985 △76,395

有形固定資産の売却による収入 － 3,073

無形固定資産の取得による支出 △91,409 △20,588

投資有価証券の取得による支出 △91,239 －

敷金及び保証金の差入による支出 △236 △78,948

敷金及び保証金の回収による収入 109,705 3,224

その他 21,607 △41,968

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,785,917 536,335
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △1,363,987 △1,402,585

自己株式の取得による支出 △1,000,881 △1,000,250

自己株式の売却による収入 60,277 117

その他 △855 △4,870

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,305,445 △2,407,588

現金及び現金同等物に係る換算差額 21,363 △19,923

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,427,158 1,425,552

現金及び現金同等物の期首残高 16,284,470 12,497,698

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 14,857,311

※
 13,923,251
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１．連結の範囲に関する事項の変更 連結の範囲の変更

該当事項はありません。

２．持分法の適用に関する事項の変更 該当事項はありません。

３．会計処理基準に関する事項の変更 受注制作のソフトウェアに係る収益の計上基準の変更

受注制作のソフトウェアに係る収益の計上基準については、従来、検収

基準（完成基準）を適用しておりましたが、「工事契約に関する会計基

準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27

日）を第１四半期連結会計期間より適用し、第１四半期連結会計期間に着

手したソフトウェアの開発契約から、当第２四半期連結会計期間末までの

進捗部分について成果の確実性が認められるものについては、進行基準

（進捗率の見積りは原価比例法）を、その他のものについては検収基準を

適用しております。

これにより、当第２四半期連結累計期間の売上高は1,106,923千円増加

し、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益は、それぞれ

361,287千円増加しております。

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間

（自　平成21年４月１日

至　平成21年９月30日）

（四半期連結損益計算書）

　前第２四半期連結累計期間において、販売費及び一般管理費の「その他」に含めて表示しておりました「株主優待

引当金繰入額」は、重要性が増したため、当第２四半期連結累計期間では区分掲記しております。なお、前第２四半期

連結累計期間の販売費及び一般管理費の「その他」に含まれる「株主優待引当金繰入額」は33,949千円であります。

　

　前第２四半期連結累計期間において、特別損失の「その他」に含めて表示しておりました「ゴルフ会員権評価損」

は、特別損失総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結累計期間では区分掲記しております。なお、前第２四半

期連結累計期間の特別損失の「その他」に含まれる「ゴルフ会員権評価損」は500千円であります。

　

当第２四半期連結会計期間

（自　平成21年７月１日

至　平成21年９月30日）

（四半期連結損益計算書）

　前第２四半期連結会計期間において、販売費及び一般管理費の「その他」に含めて表示しておりました「株主優待

引当金繰入額」は、重要性が増したため、当第２四半期連結会計期間では区分掲記しております。なお、前第２四半期

連結会計期間の販売費及び一般管理費の「その他」に含まれる「株主優待引当金繰入額」は34,439千円であります。
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【簡便な会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

税金費用の計算 一部の子会社については、前連結会計年度の実際実効税率を用いて計算

しております。

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

税金費用の計算 税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の

税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積

り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

　

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

※　有形固定資産の減価償却累計額は4,012,274千円であり

ます。

※　有形固定資産の減価償却累計額は3,830,688千円であり

ます。

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

――――――――　 ※　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

車両運搬具　 170千円　

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係（平成20

年９月30日現在）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係（平成21

年９月30日現在）

現金及び預金勘定 15,116,806千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △259,494千円　　

現金及び現金同等物 14,857,311千円

現金及び預金勘定 15,204,922千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △1,281,671千円　

　

現金及び現金同等物 13,923,251千円
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（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　

平成21年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式　　　　 　　51,172,160株

 

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式　　　　　　　5,479,848株

 

３．配当に関する事項

配当金支払額

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成21年５月13日

取締役会
普通株式 1,402,585 30 平成21年３月31日 平成21年６月８日利益剰余金

　
　

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）及び当第２四半期連結会計期間（自

平成21年７月１日　至平成21年９月30日）並びに前第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20

年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

事業の種類として「システムソリューションサービス事業」、「人材派遣事業」及び「不動産賃貸事業」に

区分しておりますが、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額に占める「システムソリュー

ションサービス事業」の割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略し

ております。

 

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）及び当第２四半期連結会計期間（自

平成21年７月１日　至平成21年９月30日）並びに前第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20

年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

全セグメントの売上高の合計に占める「日本」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。

 

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）及び当第２四半期連結会計期間（自

平成21年７月１日　至平成21年９月30日）並びに前第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20

年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

　海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

 

（有価証券関係）

該当事項はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

該当事項はありません。
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（ストック・オプション等関係）

当第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）

１．ストック・オプションに係る当第２四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名

該当事項はありません。

 

２．当第２四半期連結会計期間に付与したストック・オプションの内容

該当事項はありません。

　

３．当第２四半期連結会計期間におけるストック・オプションの条件変更

該当事項はありません。　

　

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 864.55円 １株当たり純資産額 868.74円

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 37.89円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
37.85円

１株当たり四半期純利益金額 27.00円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
26.99円

　（注）　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益（千円） 1,837,305 1,241,304

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 1,837,305 1,241,304

期中平均株式数（千株） 48,488 45,979

 　 　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（千株） 52 11

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

　　　　―――――― 　　　　――――――

　

EDINET提出書類

株式会社日本システムディベロップメント(E04822)

四半期報告書

27/31



前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 21.71円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
21.69円

１株当たり四半期純利益金額 12.97円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
12.97円

　（注）　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益（千円） 1,047,197 592,733

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 1,047,197 592,733

期中平均株式数（千株） 48,240 45,692

 　 　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（千株） 30 11

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

　　　　―――――― 　　　　――――――

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

　

（リース取引関係）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年11月12日

株式会社日本システムディベロップメント

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 三浦　洋輔　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 宮林　利朗　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社日本システ

ムディベロップメントの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20

年７月１日から平成20年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に

係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計

算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社日本システムディベロップメント及び連結子会社の平成20年９

月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第

２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点におい

て認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年11月13日

株式会社日本システムディベロップメント

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 三浦　洋輔　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 柳沼　聖一　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社日本システ

ムディベロップメントの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21

年７月１日から平成21年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に

係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計

算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社日本システムディベロップメント及び連結子会社の平成21年９

月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第

２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点におい

て認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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